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皇帝からの封 fief であるが，同時に公国は，強い「独立性 indépendanceJ をもっ封建国家 Étatf駮dal 
に成長した。このような状況下で，神聖ローマ皇帝とロレーヌ=エ=パール公は，何ouveraineté féodale抄
をめぐって論争を展開したが，これに一定の解決をみせたのが 1542 年のニュルンベルクの和議であ
った。この和議により，ロレーヌ=エ=バール公権は，君主国 État souverain として独立した
何ouveraineté>> の行使を法的に認められた。このような理解は，ロレーヌ=エ=バール公権が「自由か

















ル公の臣従礼拒否への対応という名目で行われたため，レオポル 1 世はあえて臣従礼を拒否せず， 1697







しかしながら， レオポル 1 世が作成した永世中立交渉に関する指示書からは，多国間で共有される









軍事占領を回避し「独立した国の主人 Maistre d'un Etat libreJ になることが主目的でありつつも，
封臣としての立場上からフランス王権に配慮したため，当初の交渉は，フランス王の，恩恵、という形で


















第 2 章では，ロレーヌ=エ=パール公権の対内的何ouveraineté>> に関する具体的な考察に入る前
の準備的考察として，バロワ・ムヴァン問題の背景と論点について整理した。
当地は，フランス王に「帰属する mouvantJ 封であるゆえにバロワ・ムヴァンと呼ばれる:
<<mouvance féodale妙。フランス王権への帰属性は， 1571 年以降，上級裁判所としてバロワ・ムヴァ









が <<féodalité>> への原点回帰や封建的主従関係の強化などではなく， αmouvance féodale悼を政治的
論法に利用し，主権がその上位性を示す論理構築を行うことで占領を正当化しつつ <<mouvance
judiciairゅの強化にシフトしていくことであったと考えられる。









αmouvance législative抄が対立の要となっていった。また立法(権)の帰属は， <<souverainetω の行
使，つまりは，法による一元支配という観点から αsouveraineté>>と極めて密接に関連するため，公
権がその確保に最も苦心していた点であるが，その際に重要な争点となったのが，ライスワイク条約
第 41 条にもその効力の有効性を確認されている 1571 年のブロニュ条約と 1575 年王宣という一連の
和議(以下，コンコルダと略記)であったと考えられる。
コンコルダによると，ロレーヌ=エ=バール公権には，バロワ・ムヴァンにおける何ouveraineté>> の




きない。また， 16 世紀以降のパリ高等法院は，何ouveraineté>> の譲渡不可性を強固に支持する立場
をとっていることから，パリ高等法院には，コンコルダ自体を不当として扱う素地を伝統的に持って
いたといえるのであり， 18 世紀においても，公権の何ouveraineté>> 行使を容易に認めず，これに抵
抗したことは何ら不思議ではない。








「王に固有の諸権利と αsouveraineté>> J は，あくまでも王の自由裁量によってただその行使が認めら
れるとして <<féodalitω の論理に従う議論を展開した。また，彼らに共通し，かっ基底となっている
だろう認識としては，切ouveraineté>> の譲渡不可性が注目に価する。この理論はロレーヌ=エ=バ






































ル 1 世が逝去する 1729 年までに目立った成果をえることはなかった パロワ・ムヴァンにおけるロ
レーヌ=エ=ノミール公権の何ouveraineté>> の行使にとって，コンコルダとその維持を承認する国際法
規(主としてライスワイク条約)が，唯一かっ至上のよりどころではあったが，このような上位権力




第 4 章では，フランソワ 3 世期の対内的 <<souverainetω に関する議論を抽出するため，即位祝賀
税の問題をとりあげた。 1729 年 7 月 26 日にだされた，公位継承にともなう即位祝賀税の宣言にたい
し，パリ高等法院は，この宣言の実行および被課税者名簿の作成の禁止，住人による支払い行為の禁
止を命じる布告 (1729 年 12 月 20 日布告)や，この布告に反対したバール・バイイ裁判所の裁判所
役人にたいする職権停止を命じた布告 (1730 年 1 月 18 日布告)をだし，他方で，徴税に反対する訴
えにたいしては庇護判決を濫発した。パリ高等法院がこのような行為に及んだ理論的根拠は，あくま
でもバロワ・ムヴァンの何ouveraineté>> がフランス王に帰属するため，ロレーヌ=エ=パール公は
<<souveraineté>> の諸権利を享受されているにすぎないという <<souveraineté>> の譲渡不可性にあっ
た。したがって， <<souverainetω の権利に属する課税とそれを制定する立法(権)に関連する諸問題
は，パリ高等法院が裁くべきとした。一方，ロレーヌ=エ=パール公権の理論は，立法(権)と課税(権)


































































ムヴァン地域の統治問題について、その前史をなす 14 世紀から 17 世紀にいたるロレーヌ=エ=パール
公権とフランス王権の政治的、制度的関係を整理する(第 2 章)。次に、このような背景的理解をふま
えた上で、 18 世紀のロレーヌ=エ=パール公レオポル l 世(在位 1697"'-' 1729) とフランソワ 3 世(在
位 1729"'-' 1737) の統治期に焦点を絞り、パロワ・ムヴァン地域における立法権と課税権の帰属問題に
注目して、第 3 章ではレオポル l 世による司法行政制度改革(1レオポル法典」適用問題)と人頭税課
税の問題を、第 4 章ではフランソワ 3 世による即位祝賀税の課税問題を詳細に分析する。
以上の分析から明らかになったのは、ロレーヌ=エ=パール公権が中立政策の推進および立法権と課税
権の確保の試みをつうじ、封建的秩序から脱する方向において、国家主権の概念につらなる権力論理
(((souverainet?> )たる領邦君主権の構築をめざし、とりわけフランス王権による支配拡大に対抗しつ
つ、フランス王権、神聖ローマ帝権と対等の独立国家であろうと積極的に志向していた側面であり、
ここに本論文による新たな知見が示されている。
全体として本論文は、フランス外務省をはじめとするフランス本国の古文書館で収集した豊富な一
次史料の地道で徹底的な分析に支えられながら、ロレーヌ=エ=パール公権に自律的・主体的な領邦君
主権確立への明確な志向性が存したことを析出することに成功しており、十分な説得力をもっ手堅い
歴史論文となっている。また本論文は、レオポル l 世を啓蒙専制君主の先駆けとする説への萌芽的批
判も含むが、これは啓蒙思想、を視野におさめた非常に奥行きの深い研究へと発展しうる将来性を示す
ものでもある。
以上により本論文は 論文提出者が自立して研究活動を行うに十分な高度の研究能力と学識を有す
ることを示している。よって、本論文は、博士(国際文化)の学位論文として合格と認める。
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